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　１．はじめに

　本稿の目的は，不完全競争や規制などに起因する経済的厚生の損失

(economic welfareloss)について, LeibensteinのＸ非効率性を紹介し，具体

的な測定方法を考えることである。

　経済的厚生の損失というと, Marshallの余剰概念を使ったHarbergerの

測定法が従来から良く知られている。 Harbergerは，１つの企業をあたか

も１人の生産者であるかのように見なした上で，企業は利潤最大化行動を

とると想定して，独占，税制などの市場の不完全性に起因する資源配分上

の非効率性(allocativeinefficiency)による経済的厚生の損失の大きさを測定

している。しかし，現実の企業は資本家，経営者，中間管理層，一般従業

員等から構成されており，各構成員は利潤最大化以外のそれぞれの目的を

持って行動していると考えるのが自然である。そのような場合には，

Harbergerの前提は満たされず，結果として組織の非効率性による経済厚

生の損失が生じよう。 Leibensteinが取り上げたのは，このような非効率

性である。

　企業組織内部で生じる非効率性は市場における競争条件が十分には満足

されない規制産業において発生し易いと考えられるが，この分析は企業理

論の最近の発展によって初めて可能となった。すなわち，従来の経済理論
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では企業は効率的に行動することが前提とされており，企業組織内部に生

じる非効率性を考察対象として正面から取り上げることはなかったのであ

る。

　伝統的なミクロ理論においては，企業（あるいは生産者）は，市場で成立

する価格（生産物価格と生産要素価格）を与えられたものと見なして，自己の

生産技術の制約の下で利潤を最大にするように行動すると想定される。そ

して，このような利潤最大化行動に裏付けられた供給関数を導き出すため

に，企業行動を次の２段階に分けて分析する。

　（i）生産水準を一定に固定して，与えられた価格の下でその生産費用が

最小となるような生産要素の組み合せを求める。想定する生産水準を変え

ながらこの手続きを繰り返し，各生産水準に対する最小費用を求め，費用

関数（あるいは費用曲線）を導く。

　(ii)上で求めた費用関数から，最大利潤をもたらす生産水準を求める。

　したがって伝統的な企業行動の理論の考え方の特色として, (i)企業の目

的として利潤最大化を前提としていること, (ii)企業には全く無駄な支出は

存在せず，費用最小の状態で操業していると想定していることが指摘でき

る。

　このような企業行動の理論を前提とする限り，非効率性すなわち経済効

率性の損失は，いわゆる資源配分上の非効率性に限られることになる。資

源配分上の非効率性とは，企業が市場支配力を強めるにつれて，あるいは

規制，租税等により完全競争の前提が満たされなくなるにつれて，経済的

厚生の損失が発生することを意味している。

　独占の場合について，図１を使って説明しよう。図の横軸は生産量を，

縦軸は価格と費用を測っている。単純化のために，平均費用/1Cと限界費

用訂Ｃは等しくかつ一定であると仮定している。先ず，完全競争の場合を

考えると，競争均衡は需要曲線と供給曲線の交点で定まる。すなわち，平

均収入ＡＲと限界費用ＭＣが等しくなる9．まで生産が行われ，ちという
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価格が成立する。次に，独占の場合を考えよう。独占企業も同じ需要条

件，費用条件を持つと想定すると，参入障壁により守られているこの企業

は，自身の収益性のために，産出を減らすことによって価格を引き上げる

ことが出来る。利潤最大化独占企業は，限界収入訂/ぞと限界費用が等しく

なるように生産計画を選ぶので，価格は沁，生産量は9．となる。すなわ

ち，競争均衡に比べて，独占の生産量は減少し，価格は上昇する。

　　　　　　　　　図１：独占による経済的厚生の損失

　Marshallの余剰概念を使えば，独占による経済的厚生の損失は次のよう

に説明される。消費者余剰は需要曲線と価格線の垂直方向の差で測定され

るから，完全競争の場合の消費者余剰の大きさは，図１の面積α十&十ｃで

表わされる。ここでは供給曲線は水平であり，その高さはちであるので，

この図の場合の生産者余剰は０であり，したがって両者を合わせた総余剰

はα十&十ｃである。なお，面積丿十ｇは産出９，を生産する総費用を示し

ている。
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　これに対して独占状態では，消費者余剰は面積ａに減少する。すなわ

ち，消費者余剰はｊ十ｇだけ減少する。減少分の内，面積みは，消費者から

生産者への移転である。以前には消費者余剰であったものが，今は独占企

業の独占利潤となっている。一方，面積ｃは，生産が Qc-Qm単位減少する

ことに伴う消費者余剰の消滅である。この消滅分は，社会的には全くの損

失であり，ネットの資源配分上の損失あるいは死荷重と呼ばれる。競争水

準９．以下に生産量を減らすことによって，使用する生産要素も競争均衡

に比べて減少し，ここでの生産費用は面積ｄにより示される。なお，費用

の減少分ｅは生産量の減少によるもので，経済的厚生の損失ではない。こ

れらの資源は，次善の代替的用途の生産(その価値は面積ｅに等しい)に利用

される。

　以上の分析は一定費用を仮定することによって単純化されているが，結

論の本質はこの仮定によって影響されない。すなわち，独占は経済的厚生

を減少させ，資源配分上の損失(死荷重，面積ｃ）を発生させる。死荷重の

大きさは，図１の三角形,7の面積の大きさで示されるから，競争均衡と独

占の価格の差∠IZ)＝馬一八と生産量の差∠19＝Ｑ．―　Ｑｍに依存する。後者

は，需要曲線の形状が与えられれば，価格差により決定されるから，結

局，死荷重の大きさは，当該財の需要の価格弾力性と，独占価格と競争価

格の乖離に依存して決まることになる。

　不完全競争，特に独占は市場支配力の行使を通じて，経済的厚生を低下

させるという伝統的な新古典派の立場から，経済的厚生の損失の大きさを

測ろうとする実証研究が多数，行われている。次に，そのような試みの最

初であるHarberger (1954)を紹介しよう。

　2. Harberger (1954)の測定

　需要曲線，供給曲線を直線で近似すると，ある市場の厚生損失，すなわ

ち死加重(図１の面積ｃ）は，底辺∠lg＝Ｑｃ-Ｑｍ，高さ∠IZ)＝沁一八の三角
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形の面積であるから

により与えられる。ただし，Ｗは経済的厚生の損失である。 Harbergerは，

需要の価格弾力性ε＝･}jjを使って，(1)を次の(2)に変形し，アメリカの

データを使って，具体的な測定を試みた。

上の右辺のﾘｸは競争価格から独占価格への価格変化率であり，匈は価

格と生産量の積，すなわち収入である。

　ここで, (2)はある特定の市場における不完全競争による経済的厚生の損

失を与えるから，経済全体の経済的厚生の損失は，市場毎に経済的厚生の

損失を推定した上で，全ての市場についてそれを合計して求めることにな

る。

　具体的には，販売収入額匈のデータは，発表されている統計資料（工業

統計表や各企業の決算書など）から容易に入手できる。他方，競争価格と独占

価格の差∠1タのデータは，推定によらざるを得ない。 Harbergerは，競争

市場の長期均衡において企業が得るであろう収益率（正常利潤率）は，製造

業全体の平均収益率に等しいと仮定した上で，個別産業の収益率をこの平

均収益率と比較して，市場支配力による価格差∠jタを推定する。最後に，

需要の価格弾力性については，全産業についてε＝1と仮定する。

　1920年代のアメリカの製造業部門について，産業水準の集計データを利

用してクロスセクション推定を行い, Harbergerは，製造業部門における

独占による経済的厚生の損失は国民所得の0.1％を占めるという推定結果

を得る。当時，製造業部門はアメリカの国民所得の25％程度を占めていた

から，もし他部門においても同程度の市場支配力が存在したとすると，独

占による経済全体の厚生損失は国民所得の僅か0.4％に過ぎないことにな
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る。

　Harbergerの僅か0.4％という結論は大方の予想を裏切ったので，対象

国や時期を変えた多くの研究が行われた（表１参照）。　しかし, Harberger

の手法に倣う限り，資源配分上の非効率性の大きさの国民所得に対する割

合は，何れの研究においても，最大でも１％程度，多くの場合は0.1％以

下と推定されている。これらから，市場支配力と戦うべく立案される政策

の必要性に対しても疑問が持たれるようになり, Stigler(1956）は，“If

this estimate is correct,economists might serve ａ more useful purpose

if they fought firesor termitesinstead of monopoly.”（p.34）（経済学者

は，火事を消したりシロアリ退治をしていた方がよい）とまで言っている。

　　　　　　　　　表１：資源配分上の非効率性の推計結果

　Harbergerの手法に疑念を抱いた研究者も多い。 Wahlroos（1984）は，

Harberger推定は過大評価であるとし，その理由としてリスク・プレミア

ム調整の必要性を指摘する。すなわち，均衡では，収益率は各産業の稼得

の変わり易さに影響されるから, Harberger推定は実際の厚生損失を約循

過大評価していると結論する。

　その他の多くの批判は, Harberger推定はかなり過小評価であるとす
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る。例えば，需要の価格弾力性ε＝1という仮定は限界収入＝０を意味す

るが，一般に限界費用≠０であるから，これは利潤最大化と矛盾する。ま

た，製造業全体の平均収益率＝競争的収益率（正常利潤率）という仮定も疑

われる。事実, Harbergerのデータでは製造業部門の収益率は他部門より

も高いので，製造業部門は長期均衡にないことを示している。これは，独

占による価格差，従って厚生損失を過小評価する原因となる。

　市場支配力を反映する収益率と価格差のHarbergerの使い方にも，批判

が向けられている。第１に，集計の程度により計測結果が左右されること

が考えられる。すなわち，高収益率の独占的市場が低収益率の市場と部門

統合されると，独占的市場は明確でなくなる。

　第２に，企業はひとたび競争圧力にさらされなくなると，利潤を最大化

する力は弱められる（競争圧力がなくなると費用削減努力がおろそかになる）可

能性も考えられる。この場合には，増加した利潤ではなく増加した費用

が，市場支配力の指標となろう。そして，株主や経営者が利潤最大化を追

求する場合でも，利潤最大化以外の目的を追求している中間管理層や一般

従業員はこれに反する行動をとる可能性がある。このような組織の非効率

性は, Leibenstein (1966）がＸ非効率性として指摘したものに他ならな

い1）。同様に,Williamson (1963）は，株主の目的と経営者の目的の間に差が

ある場合，経営者の裁量が費用増加を招くことを明らかにした。また，

Cyert and March （1963）も，俸給と賃金が市場水準以上に上昇することを

許容する組織スラックの存在を指摘している。結局の所，もし費用が最小

に維持されないならば，競争価格と独占価格の間の観察される価格差は，

市場支配力を過小評価していることになり，厚生損失を過小に評価するこ

とになる。

　もし企業の目的が，短期ではなく長期の利潤を最大化することであれ

ば，以上の批判は妥当しなくなる可能性がある。と言うのは，独占企業が
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各時点のあるいは各期の利潤を最大にすることによって，利潤の流列の割

引価値を最大にするとは考え難いからである。ある一時点の高価格は新規

企業の参入を招き，独占企業の市場占有率を低め，高利潤が継続する見通

しを低めるであろう。　したがって，市場支配力を持つ企業は，現在の限界

費用を限界収入と等しくするように産出量を決める代わりに，参入を阻止

する，あるいは多少遅らせるような低めの価格を設定しよう。この参入阻

止価格戦略は，競争水準に近い価格および生産量を生み出し，需要の価格

弾力性ε＝1というHarbergerの仮定に１つの根拠を与える。

　３．組織の非効率性

　経済効率性の損失の発生についての伝統的企業理論の説明は，企業内部

の組織的側面を全く捨象していることが特色である。つまり，企業を「生

産についての意思決定は行うが，ちょうど拡がりをもたない質点のように

内部組織をもたない存在」（今井・宇沢・小宮・根岸・村上（1971））と捉えて

おり，企業を構成する個々のメンバーの行動にまで立入った理論化は行わ

れていない。　しかし, Berle and Means （1932）の指摘を待つまでもなく，

現代のとりわけ巨大企業では所有と経営の分離が進んでいる。すなわち，

企業は少数の専門的経営者によって集中的に支配されており，またこうし

た経営者には自らの地位を永続化しようとする傾向があることも明らかに

されている。そこで，企業と市場の相互作用を重視しつつ市場そのものを

内生化する一方で，企業内部にも目を向けて点としての企業ではなく組織

としての企業を取り上げる理論の必要性が生まれてきた。

　すなわち，現実の企業は経営者，株主，従業員等が集まって１つの組織

を形成しており，こうした組織の内部にまで立入って考えるならば，伝統

的企業理論で取り上げられる資源配分上の損失だけでなく，内部組織に起

因する非効率性を分析することも可能となろう。換言すれば，伝統的理論

のように企業内部をブラック・ボックスとして取扱うのではなく，企業を
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種々のメンバーから構成される１つの組織体として捉え，そうした組織の

中で支配的な力を有するもの，企業を実際に動かしているものの行動原理

が生むさまざまな非効率性に光をあてる試みも必要であろう。

　企業の内部組織に立入って構成員の行動を考えてみると，それぞれ以下

のような特色をもっており，その結果，企業の実際の行動は利潤最大化を

目標としたものではなくなる可能性に気付く。

　先ず，株主については，経営者と比べて入手できる情報量が著しく少な

いことが指摘される。つまり，経営者はその立場上，企業のもつ様々な機

会や政策などの選択肢を誰よりもよく知っているのに対して，株主はこれ

らを知ることは殆どないという情報格差がある。すなわち，株主は経営者

が本当に利潤の最大化を図るように政策決定を行っているのかどうか，も

し行っているとしても誠実に実行しているかどうかを確かめることができ

ないのが実情である。株主の要求する利潤を満足利潤と呼ぶことにする

と，こうした環境では，満足利潤は伝統的企業理論が想定する最大化利潤

より低い可能性がある。

　また，経営者の成果は利潤その他で測られるものとすると，不確実性の

世界では，経営者の努力が成果として現れるとは限らないことが挙げられ

る。すなわち，経営者が誠心誠意，企業経営に努力を傾注しても，天候，

需要動向などの偶発的な事象によって利潤その他で測られる成果は左右さ

れる。経営者が一所懸命努力しても，運悪く成果に結びつかないこともあ

れば，逆に多少手を抜いても，運良く成果が出ることもある。さらに，株

主は経営者の努力を直接，監視することはできず，利潤すなわち成果を通

じてそれを観察できるだけなので，経営者には一所懸命努力する誘因が薄

くなる。さらに，経営者を経営能力というサービスを提供して報酬を得て

いる経済主体と見なすならば，その報酬は偶発的な事象に依存しているこ

とを考え併せると，経営者は１つの企業の経営に専念するのではなく，複

数の企業に経営能力を分散して提供する方がリスク分散の視点からは望ま
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しいとも主張できよう。

　すなわち，経営者，中間管理者，一般従業員といった企業の各構成員

は，株主側からの満足利潤の要求という制約に従いながら，それぞれ自己

の効用（俸給，ボーナスといった金銭的収入は勿論，権力，威信のような非金銭的

要素等に依存して決まる効用）の最大化を意図して行動していると想定する

ことができる。これら企業の構成員の中で実際に企業の意思決定をしてい

るのが経営者であるとすれば，内部組織まで考慮した企業理論を構築する

際に必要なのは，経営者個人の行動原理の解明であるといえよう。経営者

が株主のために利潤を最大化する必要がなく，満足利潤を達成すれば足り

るような状況下では，実現した利潤のうち満足利潤を上回る部分は経営者

の自由裁量に任されることになる。この場合，経営者は自己の便益の増大

をはかる形でその裁量権を行使すると考えられ，例えば裁量的支出の一部

を役得的な経費支出や個人的威信を高めるための社会的活動への拠出など

に使う傾向かあろう。その結果，当該企業の生産費用は利潤最大化を目標

とした場合の費用（最小費用）より高くなり，企業組織内部における非効率

性が発生することになる。

　このように企業内部にまで立入って考えると，組織に起因する非効率性

が存在する可能性を指摘できるが，このような非効率性がどの程度発生す

るかは，企業のおかれている市場構造や諸規制など外的要因によって大き

く左右されよう。すなわち，ある企業組織において，経営者の自由裁量に

よって企業行動が大きく影響をうける可能性があるとしても，その企業が

競争圧力を強くうけるような市場環境の中にある場合には，経営者が裁量

権を行使することは不可能ではないにしても，事実上，困難であろう。　し

たがって外的要因として競争圧力が弱いほど，企業組織内部での非効率性

が生じる可能性が大きくなると言えよう2）。
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　以下では，組織上の非効率性の説明を試みたH. Leibensteinの企業理論

を紹介した後, LeibensteinのＸ非効率性は実際の平均費用の最小平均費

用からの乖離幅によって測られることを明らかにする。

　4. LeibensteinのＸ非効率性

　Leibenstein (1966),(1976),(1979)は，経営者ばかりでなく中間管理層や

一般従業員まで含めた企業の構成員全体を考慮に入れて，企業組織に起因

する非効率性の存在を指摘した上で，そのような非効率性が経済的厚生の

視点から好ましくないことを示した。 Leibensteinのこの指摘は，経済政

策上，重要な意義をもつものとされ，Ｘ非効率性革命(Rowley (1973))とも

称されている。本節は，このLeibensteinのＸ非効率性仮説を紹介する。

　Leibensteinは，経済効率性の損失(＝非効率性)を, (i)前述した資源配分

上の非効率性と, (ii)X非効率性(x inefficiency)3)とに区別する。そして，従

来のミクロ経済学では経済効率性の損失として専ら資源配分上の非効率性

のみを考察対象にしてきたが，実証研究によってこれは極僅かなものに過

ぎないことが示されていることを紹介した上で(表１を参照)，その理由と

して，資源配分上の非効率性はネットの限界効果のみを取り上げているこ

とを挙げている。すなわち，ミクロ経済学では，基本的に，企業は生産要

素を効率的に購入し利用していることを前提しており，したがって非効率

性としては価格と生産量の歪みによる非効率性が残るだけであるからであ

る。
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　一方，企業組織内部の非効率性であるＸ非効率性は，次の３つの水準で

発生すると考えられ，しかもこちらの方が資源配分上の非効率性よりも遥

かに大きいと考えられることから, Leibensteinはこれの改善が経済成長

には重要であるとしている。

（i）経営者：これは，経営者が利潤最大化よりも自己の効用の最大化を目

指す結果として，最小費用を上回る費用が組織内部に発生する現象をい

い, Williamson (1963）の指摘した経営スラックに相当すると考えられる。

(ii)一般従業員：これは，従業員の不注意や怠惰などの浪費的行動によっ

て発生する非効率性をいう。

（ⅲ）　大規模組織の階層制：例えば，企業規模の拡大に伴って，中間管理層

の階暦数が増加する結果，情報伝達に時間を要するようになったり，ある

いは不正確になることによる効率性の損失をいう。

　このようにLeibensteinのＸ非効率性は，経営者のみならず，中間管理

層，一般従業員までも含めた企業構成員全体が生み出す非効率性を指して

おり, Williamson (1963）の経営スラックよりも広い概念である。Ｘ非効率

性は，どのような市場構造においても発生する可能性を持っているが，競

争圧力の弱い市場では，競争市場よりも発生し易く，また大きくなる傾向

があると考えられる。

　Ｘ非効率性を考慮した場合，独占のもとでの経済的厚生はどのように変

わるかを考えて見よう。図２は図１と基本的に同じ図である。完全競争に

おける均衡は，需要曲線（＝平均収入曲線）ＡＲと供給曲線（＝限界費用曲

線）訂にとの交点で決まり，価格は，1）。，生産量は９，となる。この時の消

費者余剰はα十み十ｃ十丿十ら生産者余剰は前と同様にＯであるから，競争

均衡の総余剰はα十&十ｃ十丿十ｅである。

　独占状態になると，市場の競争圧力が低下するために組織が非効率的に

なり，その結果として平均費用曲線は/1C。へと上昇する。利潤最大化を

図る独占企業は，限界収入ＭＲ＝限界費用訂Ｃ。となるように生産計画を
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図２：独占によるＸ非効率性

表２：Ｘ非効率性を含んだ経済効率性の損失

決定するので，価格は馬に上昇し，生産量は９．に減少する。この場合の

消費者余剰はａ，生産者余剰（＝独占相関）はｂなので，独占の総余剰は

ａ十ｂとなる4）。　したがって，競争状態から独占状態に移行すると，経済的

厚生は面積ｃ十d十ｅだけ低下することになる（表２参照）。なお，Ｘ非効率
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性を考えないとしても，独占では前節で調べたように面積ｃ十ｅに相当す

る資源配分上の非効率性が発生するので，競争圧力の低下を原因とする平

均費用上昇によるＸ非効率性は，独占状態では図２の面積ｊである。

　５．Ｘ非効率性のミタロ経済学的解釈

　本節では, LeibensteinのＸ非効率性は，所与の生産量水準における理

論的な最小平均費用と実際の平均費用の差として測定されることを明らか

にする。

　そのためには, (i)価格効率性と(ii)技術効率性を区別して考えるのが便利

である。前者は，相対価格が与えられた時に，最適な要素投入の組み合わ

せを選択しているかどうかに関係しており，後者は，利用可能な生産要素

から入手可能な最大の産出量を生産しているかどうかに関係している。

　説明のために，２種類の生産要素から１種類の生産物を生産している産

　　　　　　　　　　図３：各企業の要素投入組み合わせ
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業を取り上げ，この産業の企業Ａ， Ｂ，　Ｃ，Ｄ，　Ｊ，Ｈを考えよう。ただし，生

産技術は規模に関して収穫不変であると仮定する。いま各企業は１単位の

生産を行っているものとして5)，それぞれの企業の要素投入の組み合わせ

を図３の要素空間に示そう。また図には，単位産出量水準の等産出量曲線

ＰF)も併せて記入されている。

　企業Ａ，Ｂ,Ｃはこの等産出量曲線ＰＰ上にある。　したがって，企業

Ａ，Ｂ，Ｃは単位産出量生産のために両要素を必要以上には使用しておら

ず，このことからこれらの企業は技術的にみて効率的な生産を行っている

と判定される。すなわち，技術効率性を満たしている。

　次に，原点から出発しＡを通る半直線上の等産出量曲線の右上方にある

企業Ｄを考えよう。半直線OＡの傾きは企業ｙ1の要素投入比率誓すなわ

ち，資本集約度を表しているから，企業ＤはＡと同じ資本集約度すなわち

生産技術を選択しているが，同水準の産出量を生産するのに両要素を企業

Ａより多く利用していることが分かる。すなわち，企業Dは技術非効率的

である。と言うのは，与えられた資本集約度では，効率的に生産を行え

ば，同じ産出量を点Ａで生産可能であるからである。企業Ｄの技術非効率

性の程度は，比率器によって測定される。

　次に，価格効率性を考えよう。要素価格は全ての企業に共通であると

し，図に相対要素価格を傾きとする等費用線を導入する。等産出量曲線

Ｐ7)と点Ｃで接する等費用線ＦＧは，要素価格が与えられた時の産出量１

単位当たりの最小費用に対応している。　したがって，企業Ｃは価格効率的

であるのに対して，同じく技術効率的と判定された企業ＡやＢは価格非効

率的である。と言うのは，企業ＣはＡやＢよりも安価な投入組み合わせを

利用しているので，生産の単位費用は低いからである6)。例えば，企業Ａの
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生産費用は，点/1を通りＦＧと平行な破線で示される等費用線で与えられ

る。したがって，半直線０Ｅによって表される要素組み合わせの価格非効

率性は，この組み合わせにおける最も技術効率的な生産費用と企業Ｃの実

際の費用の比率である該により示される。

　結局，企業£)の｢全般的｣非効率性は，技術非効率性と価格非効率性の

積蕊＝器・該により測られることになる。ここで，ＦＧより高水準

の等費用線は産出１単位当たりの費用が高いことを表すから，企業ﾌ:)の全

般的非効率性は，企業Ｃの平均費用に対する企業£)の平均費用の比率に

よって示されることになる。

　最後に，平均費用曲線を考えよう(図４)。規模に関して収穫不変である

生産技術を仮定しているので，平均費用曲線の形状は水平の直線になる。

企業Ｃの平均費用曲線を直線ＣＣとすると(図３の点Ｃは図４のＣＣ上のどこ

かにある)，図３の企業Ａ，　Ｂ，　Ｄの平均費用曲線AA,ＢＢ，ＤＤは図４の

　　　　　　　　　　　　図４：平均費用曲線
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CＣより高い位置に対応する。なお図４では，図３の点／1と//の平均費用

曲線を分析上，区別することはできない。しかし，図３から明らかなよう

に，企業Aは技術効率的であるが価格非効率的であるのに対して，企業//

は技術非効率的であるが価格効率的である。それにも関わらず，両企業の

平均費用曲線は同じAAになる。さらに企業Ｊは技術的にも価格的にも非

効率的であるが，これもAA上にある。これらの２種類の非効率性を総合

したもの,すなわち先ほど全般的非効率性と名付けたものが, Leibenstein

のＸ非効率性に他ならない。

　第３節で紹介した資源配分上の非効率性に関するHarberger尺度は，企

業は価格効率性を満たしながら操業することを前提している。例えば，独

占企業について，観察される限界費用を訂にとし，価格を馬とするなら

ば，図５の面積ｃがHarbergerの測定する資源配分上の非効率性になる。

すなわち，独占企業に組織の非効率性がないならば，競争均衡から独占に

移行すると，価格はタoからハに上昇し，生産量は9oから恥に減少す

るので，面積ｄこ相当する資源配分上の非効率性が発生する。これは，面

積bに相当する独占利潤（消費者余剰から生産者余剰への移転）を除いたネッ

トの消費者余剰の減少（死加重）である。

　しかし，もし独占企業には組織の非効率性があり，観察される訂には

　（仮説的な）完全競争企業の費用水準訂（こより高いのであれぼ，

Harbergerの測定は実際の経済的厚生の損失を大幅に過小評価することに

なる。と言うのは，組織が効率的である場合の費用水準が訂Ｃであるなら

ば，独占による経済的厚生の損失は面積ｃ十ｅ十f全体になるからである。

更に，この他に，面積ｄで示される平均費用上昇による効率性の損失があ

り，これがLeibensteinのＸ非効率性に相当する。しかもこの長方形ｄで

示されるLeibensteinのＸ非効率性は，組織が効率的である場合の三角形

ごで示される資源配分上の非効率性より大きいのは勿論のこと，組織非効

率的な場合の三角形ｃ十ｅ+fと比べてもかなりの大きさになる可能性が高
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い。

　　　　　　　　　　　　図5 : Harberger とLeibensteinの比較

　６．Ｘ非効率性の測定方法

　本節では，Ｘ非効率性の測定方法を，図を使って説明する。

　図６は，ある産業に属する個別企業の平均費用の散布図であり，横軸は

生産量（あるいは生産額）を，縦軸は平均費用を測っている。したがって，

図の各点はある企業を取り上げた時の当該企業の生産量と平均費用を示し

ている（すなわち，各点の横座標はその企業の生産量であり，縦座標は平均費用で

ある）。そして，生産量の小さい方から平均費用の最も低い点を順次結んで

得られた折れ線がフロンティア平均費用曲線である。

　このフロンティア平均費用曲線は，与えられた生産量を最も効率的に生

産している企業の平均費用を近似していると考えられる。実際には，フロ
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ンティア平均費用曲線上に存在する企業にも，多少の非効率性は存在する

であろうから，この曲線は各生産量に対応する最小平均費用曲線，すなわ

ちＸ効率的な平均費用曲線そのものではないが，それにかなり近いものと

見なして良かろう。そこで以下では，フロンティア平均費用曲線を最小平

均費用曲線のプロクシーと考えることにする。

　　　　　　　　　　図６：フロンティア平均費用曲線

　ここで，フロンティア平均費用曲線を利用する理由は，以下のように説

明される。一般に，観察された１組の標本から何らかの曲線を推定する場

合，最小２乗法などの計量経済学的手法を利用するのが普通である。しか

し，これは標本の観察された全ての点に対して，何らかの意味で最も適合

する（＝誤差が最も小さい）曲線を見つける方法であり，最も効率的な企業

を表す曲線を見つける方法ではない。私たちがここで利用しようとする平

均費用曲線はまさに当該生産量を最も効率的に生産する場合の平均費用を

表す曲線であるから，計量経済学的手法を使うことはできない。すなわ

ち，もし観察された生産量と平均費用のデータに対して計量経済学的手法
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を適用して推定した曲線は，任意の生産量を最も効率的に生産した時に得

られる最小の平均費用を示す曲線ではなく，当該産業の真の意味での平均

的な平均費用を表すものになる。推定した曲線を外れている観察値は全て

計測誤差によって外れたものであると考えることができない限り，このよ

うにして推定した曲線の経済学的意義は乏しいと言わざるを得ない。平均

費用として経済学的に意味のある概念は，標本の中で最も効率的な観察の

みから構成されるフロンティア関数である。

　第５節で明かにしたように，ある企業のＸ非効率性は，その企業の実際

の平均費用と当該生産量に対する最小平均費用との差によって測ることが

できる。ここで，後者の最小平均費用はフロンティア平均費用曲線に他な

らないから，Ｘ非効率性の具体的な測定作業は，以下のようになる。説明

のために，生産量Ｑを平均費用/1Qで生産している企業を考えよう(図６

の点Ａ)。この企業の生産量，すなわちＱをＸ効率的に生産する場合の最小

平均費用の大きさは，フロンティア平均費用曲線に生産量Ｑを当てはめた

高さによって示される。この場合はBＱである。よって，この企業は当該

生産量を生産するのに平均費用で見てABだけ余分な費用を掛けているこ

とが分かる。したがって，企業/1のｘ非効率性の程度は，詣と判定され

と判定される。

　あるいは，企業Aは生産量Ｑを平均費用AQで生産しているのだから，

生産の総費用は面積COQAで与えられる。もし，Ｘ効率的に生産すれば

平均費用ＢＱで生産できるはずであるから，面積CDBAは節約可能な費

用の大きさ，すなわちＸ非効率性による損失になる。

　このようにして，全ての企業について，フロンティア平均費用曲線と当

該企業の平均費用の垂直方向の乖離幅を測定し，Ｘ非効率性の程度を求

め，これを使って各企業のＸ非効率性による損失の大きさを計算すること

ができる。これを産業全体について合計すれば，当該産業のＸ非効率性の

大きさが求められる。さらに全ての産業について合計すれば，一国のＸ非
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効率性の大きさが求められることになる。

　最後に, Scherer (1970）のＸ非効率性の推計結果（表３）を紹介しておこ

う。彼によれば，図２のｊに相当するＸ非効率性は国民所得の4.1%に達

している。また，これは図２のｃ十八こ相当する資源配分上の非効率性（国

民所得の2.1％）を大きく上回っており，非効率性は全体では国民所得の

6.2％もの大きさに達している。

　　　　　　　　　表３：経済効率性の損失の対国民所得比
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